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Abstract
　This paper analyzes the post-earthquake 
state of small to medium enterprises in regional 
communities. This paper focuses on the Kamaishi 
region and analyzes a questionnaire survey and 
interviews carried out in the area. This study first 
confirms that various support has been provided 
in the Kamaishi region by the government, 
companies, NPOs and other sources. This study 
also confirms that while this support is achieving 
results, there is a gap between the support given 
and the operation of businesses in the area. To 
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Ⅰ　問題の所在




























































begin with, the delay in town planning throughout 
all of Kamaishi has had an effect on the business 
plans of individual operators. While tough issues 
such as land use have made it difficult to expedite 
recovery and reconstruction plans, poor future 
prospects are a major issue for eager business 
operators. This paper also found that while 
operators have the desire to reopen for business, 
they are faced with a partial lack of know-how 
or human resources for when they do reopen. 
There is of course support made available to 
assist with these issues, but in some cases, this 
has not been enough. It should also be noted that 
even receiving support requires a great deal of 
work in collecting information and completing 
documentation needed for the application. Finally, 
this study also confirms that business activities 
should not be thought of in terms of economic 
activity alone. While social networking in the 
region of course plays a role in reopening for 
business, this study found that business activities 
themselves simultaneously build social networks 
in the region. 
Keyword: Great East Japan Earthquake　Support 
Earthquake Recovery　Small and 
Medium ‐ sized Eterprises
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中小企業である。その立地件数は、岩手県（約 4 万 4000
社）、宮城県（約7万2000社）、福島県（約7万2000社）、
三県合計（約 18.8 万社）である。また、従業者数は、岩
手県（約 27 万人）、宮城県（約 47 万人）、福島県（約 43
万人）、三県合計（約 120 万人）である。
　このうち津波による被害をうけた地域に立地する中小
企業の立地件数は、岩手県（約 1 万 1000 社）、宮城県
（約 3 万 7000 社）、福島県（約 2 万 3000 社）、三県合計
（約 7 万社）に達する。また、津波による被害をうけた
地域に立地する中小企業の従業者数は、岩手県（約 5 万













































































るが、1 ～ 2 年が目安とされている。
　被災 1 年後では、希望箇所数 534 箇所に対し、契約締
結箇所数は 373 箇所であったが（2012 年 3 月 9 日時点）、
整備が進み、2012 年末時点では、希望箇所数 535 箇所
に対し、契約締結箇所数は 499 箇所となっている（2012






























の調査は、釜石商工会議所が 2012（平成 24）年 3 月 9
日～ 3 月 31 日に会員企業 823 社に対して行った。郵送



























ついて 4 分の 3 を補助するものである。これまでの実績
は、認定 172 グループ、補助金額 2,064 億円（2012 年 3
月 9 日時点）、認定 344 グループ、補助金額 2,948 億円












90,471 件実施されている（平成 23 年 5 月 23 日～平成 24


































合計 597 100  
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1．鉱業、採石・砂利採取業 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100 1
2．建設業 44.2 31.6 7.4 9.5 0.0 1.1 1.1 4.2 1.1 100 95
3．製造業 19.4 45.8 8.3 4.2 2.8 13.9 1.4 1.4 2.8 100 72
4．電気・ガス・水道業 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100 2
5．情報通信業 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100 2
6．運輸、郵便業 28.6 42.9 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100 14
7．卸売・小売業 31.8 19.8 10.9 10.4 1.6 5.2 6.8 8.9 4.7 100 192
8．金融、保険業 19.0 28.6 14.3 33.3 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 100 21
9．不動産、物品賃貸業 13.3 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 100 15
10．学術研究、専門技術
サービス業
48.0 8.0 12.0 24.0 4.0 0.0 0.0 4.0 0.0 100 25
11．宿泊業、飲食サービス業 11.8 39.2 17.6 7.8 0.0 7.8 7.8 2.0 5.9 100 51
12．生活関連サービス業 34.0 21.3 14.9 8.5 0.0 0.0 4.3 6.4 10.6 100 47
13．教育、学習支援業 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100 2
14．医療、福祉 41.7 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 100 12
15．サービス業 34.9 23.3 16.3 7.0 2.3 9.3 0.0 4.7 2.3 100 43
16．その他 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 100 3


































業種 震災前 現在（24.3.11) 増減数 増減割合絶対値（％）
1．鉱業、採石・砂利採取業 17 17 0 0
2．建設業 996 1068 72 6.7
3．製造業 1869 1320 -549 41.6
4．電気・ガス・水道業 90 86 -4 4.7
5．情報通信業 16 13 -3 23.1
6．運輸、郵便業 397 379 -18 4.7
7．卸売・小売業 2429 2124 -305 14.4
8．金融、保険業 222 205 -17 8.3
9．不動産、物品賃貸業 40 36 -4 11.1
10．学術研究、専門技術サービス業 53 46 -7 15.2
11．宿泊業、飲食サービス業 229 177 -52 29.4
12．生活関連サービス業 261 209 -52 24.9
13．教育、学習支援業 0 0 0
14．医療、福祉 734 721 -13 1.8
15．サービス業 465 460 -5 1.1
16．その他 10 9 -1 11.1
合計 7828 6870 958 13.9  
割合 事業所数
1.鉱業、採石・砂利採取業 0.00 0.00 100.00 0.00 100 1
2.建設業 2.35 18.82 16.47 62.35 100 85
3.製造業 13.11 44.26 18.03 24.59 100 61
4.電気・ガス・水道業 0.00 100.00 0.00 0.00 100 2
5.情報通信業 0.00 100.00 0.00 0.00 100 2
6.運輸、郵便業 0.00 75.00 0.00 25.00 100 12
7.卸売・小売業 13.77 41.92 19.76 24.55 100 167
8.金融、保険業 0.00 62.50 25.00 12.50 100 16
9.不動産、物品賃貸業 0.00 46.67 40.00 13.33 100 15
10.学術研究、専門技術サービス業 0.00 54.17 25.00 20.83 100 24
11.宿泊業、飲食サービス業 20.45 20.45 4.55 54.55 100 44
12.生活関連サービス業 10.00 42.50 17.50 30.00 100 40
13.教育、学習支援業 0.00 100.00 0.00 0.00 100 2
14.医療、福祉 0.00 45.45 36.36 18.18 100 11
15.サービス業 11.11 50.00 22.22 16.67 100 36
16.その他 0.00 66.67 33.33 0.00 100 3






























合計 2297 100  
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前の 2009 年に 25.9 億円であった。人口は 1963 年の 9 万
2,123 人をピークに製鉄所の合理化等による影響で減少





2,396 のうち、半数を超える 1,382 が浸水地域に所在して
いる。また、水産関係の被害は 225 億円を超える。
２　調査方法








被災割合 住家数 被災住家数 被災割合
釜石 6,971人 229人 3.29% 3,291戸 1,512戸 45.94%
中妻 4,856人 26人 0.54% 1,888戸 166戸 8.79%
小佐野 8,308人 27人 0.32% 3,386戸 186戸 5.49%
甲子 6,014人 14人 0.23% 2,255戸 136戸 6.03%
鵜住居 6,630人 582人 8.78% 2,517戸 1,751戸 69.57%
栗橋 1,263人 7人 0.55% 638戸 2戸 0.31%
平田 3,848人 24人 0.62% 1,251戸 405戸 32.37%
唐丹 2,106人 21人 1.00% 956戸 390戸 40.79%







No. 調査区分  対象 3月調査 7月調査 備考
1 訪問・ヒアリング 復興天神15商店街 実施 実施 仮設商店街
2 訪問・ヒアリング 鵜!はなます商店街 実施 実施 仮設商店街
3 訪問・ヒアリング 青葉公園商店街 実施 実施 仮設商店街
4 訪問・ヒアリング 平田パーク商店街 実施 実施 仮設商店街
5 訪問・ヒアリング 釜石はまゆり飲食店街 実施 実施 仮設商店街
6 ヒアリング 独立商店・企業 実施 実施 小売店
7 ヒアリング 独立商店・企業 実施 実施 ケアセンター
8 ヒアリング 独立商店・企業 実施 実施 小売店
9 ヒアリング 独立商店・企業 実施 実施 小売店
10 ヒアリング 独立商店・企業 実施 実施 飲食店
11 ヒアリング 独立商店・企業 実施 酒造メーカー
12 ヒアリング 独立商店・企業 実施 旅館
13 ヒアリング 独立商店・企業 実施 小売店
14 ヒアリング 独立商店・企業 実施 飲食店
15 ヒアリング 独立商店・企業 実施 飲食店
16 ヒアリング 独立商店・企業 実施 理容店
17 ヒアリング 独立商店・企業 実施 飲食店
18 ヒアリング 独立商店・企業 実施 小売店
19 ヒアリング 釜石市役所 実施 実施 市役所
20 ヒアリング 釜石プラットフォーム 実施 株式会社
21 ヒアリング 釜石商工会議所 実施 経済団体  
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標と、それを具体化させる 12 の主要施策（12 のスクラ
ムプラン）が盛り込まれている（表 3）。
　計画期間は、平成 23 年度から平成 32 年度までの 10





















所の修繕に関わる必要経費の 2 分の 1 を補助する制度で
2011 年 4 月に制定された。商業・サービス業は、補助
















り、無償で譲渡する支援事業である。2012 年 3 月には、
9 事業所へ 46 点の遊休機械が譲渡された。












基本目標 1  ：暮らしの安全と環境を重視したまちづくり
基本目標 2  ：絆と支えあいを大切にするまちづくり
基本目標 3  ：生活の安心が確保されたまちづくり
基本目標 4  ：人やもの、情報の交流拠点づくり
基本目標 5  ：ものづくり精神が息づくまちづくり
基本目標 6  ：強く生き抜く子どもを育てるまちづくり
基本目標 7  ：歴史文化やスポーツを生かしたまちづくり
復興を具体化する主要施策
スクラム 1  ：生命優先の減災まちづくりの推進
スクラム 2  ：住まいとコミュニティの再構築
スクラム 3  ：主要公共施設の再配置と土地利用
スクラム 4  ：創造的エネルギー対策の推進
スクラム 5  ：生活の安心ネットワークの構築
スクラム 6  ：新産業と雇用の創出
スクラム 7  ：三陸交通ネットワークの形成
スクラム 8  ：食を支える地域産業の展開



























































い業種が 29 店舗（約 43％）の小売店であり、次に美容
















商店街名 地区 開業日 仮設住宅 復興ハウス サポートセンター 
復興天神１５商店街 釜石 2011.9.16 ○ － － 
鵜（うーの）！はまなす商店街 鵜住居 2011.10.31 － － － 
青葉公園商店街 釜石 2011.11.25 ○ ○ － 
平田パーク商店街 平田 2011.12.23 ○ － ○ 







































































しまった。2011 年 12 月頃まで仮設住宅に閉じこもって
いたと言う。しかし、見かねた友人の働きかけ（「何で
もいいから、店を始めてみてはどうか」）により同飲食




























































2） 「復興の現状と取組」平成 24 年 3 月 19 日、平成 25 年 1 月 10 日（復興庁）
3） 「復興の現状と取組」平成 24 年 3 月 19 日、平成 25 年 1 月 10 日（復興庁）





















――――［2012a］「岩手県沿岸部の産業復興と中小企業（2）東日本大震災から 1 年の状況 
創造都市研究：大阪市立大学大学院創造都市研究科紀要」8（1）
――――［2012b］「仮設商店街からの復興：釜石市で立ち上がる商店主たち（特集 震災復興に向かう釜石の地域産業）」『地域開発』578
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